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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第17期
第３四半期
累計期間

第18期
第３四半期
連結累計期間

第17期

会計期間
自　2020年12月１日
至　2021年８月31日

自　2021年12月１日
至　2022年８月31日

自　2020年12月１日
至　2021年11月30日

売上高 （千円） 1,277,523 1,763,017 1,758,422

経常利益又は経常損失（△） （千円） 91,546 △51,224 100,171

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） （千円） － △81,091 －

四半期（当期）純利益 （千円） 101,708 － 143,869

四半期包括利益 （千円） － △74,475 －

純資産額 （千円） 212,890 692,010 751,852

総資産額 （千円） 753,568 1,485,669 1,273,618

１株当たり四半期（当期）純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） 87.76 △61.97 122.81

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － 114.49

自己資本比率 （％） 28.2 44.1 59.0

 

回次
第17期
第３四半期
会計期間

第18期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年６月１日
至　2021年８月31日

自　2022年６月１日
至　2022年８月31日

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
（円） 30.54 △52.81

 

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第17期第３四半期連結累

計期間及び第17期連結会計年度に代えて、第17期第３四半期累計期間及び第17期事業年度について記載して

おります。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第17期第３四半期累計期間は、潜在株式は存

在するものの、当社株式は非上場であるため期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。第17

期は、当社株式が2021年11月18日に東京証券取引所マザーズに上場したため、新規上場日から第17期末まで

の平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。第18期第３四半期連結累計期間は、潜在株式は存

在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につい

ては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、株式会社バリュレイトの株式70.0％を取得し連結子会社といたしまし

た。この結果、2022年８月31日現在、当社グループは当社及び連結子会社１社により構成されることとなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社グ

ループは、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますが、参考として、当第３四半期連

結累計期間の連結経営成績と前第３四半期累計期間の個別経営成績の比較情報及び当第３四半期連結会計期間末の連

結財政状態と前事業年度末の個別財政状態の比較情報を記載しております。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染者数再拡大による影響を受

けつつも、経済活動の再開が進み企業収益は改善傾向にあり回復基調になることが期待されております。しかしな

がら、世界的な物価高騰や金融引き締め等による景気の下振れが懸念される等先行き不透明な状況が続く見通しで

あります。

　当社グループが属する事業環境においては、サイバー攻撃による不正アクセスやマルウェア感染等の被害、ガバ

ナンス体制の不足による企業不祥事の発生、2022年４月に施行された個人情報保護法の改正、働き方の変化やDXの

進展に伴い、ガバナンス、リスク、コンプライアンス（以下GRCという。）及びセキュリティ領域における企業課

題が多様化し当該領域への対応に関心・需要が高まっております。

　このような環境の中、当社グループは、GRC及びセキュリティの視点に着目し、外部環境の変化に伴う企業課題

を解決する事業を展開しております。専門人材によるソリューションとプロダクトの提供を行い、顧客の抱えるリ

スクを見える化することで「ガバナンスのDX化」を推進しております。

　当第３四半期連結累計期間においては、市場環境の変化による需要の高まりに伴い既存顧客のアップセルにより

売上高が順調に推移いたしました。また、自社セミナーの開催や外部イベントへの参加を積極的に行い、顧客リー

ド獲得へと繋げております。今後の更なる事業拡大に向けて専門人材獲得のために投資を行い、金融業界での取引

拡大を図るため営業活動へ注力をいたしました。また、株式会社バリュレイトを連結子会社化し、同社の人材を当

社の研修プログラムによってリスキリングすることで専門人材へ育成、また、同社の採用に関するノウハウを活か

し当社の採用力強化を推進してまいりました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高1,763,017千円（前年同期比38.0％増）、売上総

利益358,320千円（前年同期比6.2％増）、営業損失56,362千円（前年同期は営業利益96,900千円）、経常損失

51,224千円（前年同期は経常利益91,546千円）、親会社株主に帰属する四半期純損失81,091千円（前年同期は四半

期純利益101,708千円）となりました。

　なお、当社グループはGRCソリューション事業の単一セグメントであり、セグメント別の記載を省略しておりま

す。また、当第３四半期連結会計期間より株式会社バリュレイトを連結の範囲に含めておりますが、同社の事業内

容もGRCソリューション事業に該当いたします。

 

(2）財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ212,050千円増加し1,485,669千円となり

ました。

　長期間の請負契約に係る債権が積み上がり、売掛金及び契約資産が266,551千円増加いたしました。また、事業

拡大に伴い丸の内オフィスを開設し設備費用として有形固定資産が37,139千円増加、敷金として差入保証金が

25,445千円増加いたしました。一方で、株式会社バリュレイトの株式取得費や税金の支払いにより現金及び預金が

127,468千円減少いたしました。

　これらが主な要因となり、資産合計が増加いたしました。

 

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ271,892千円増加し793,658千円となりま

した。

　売上高増加に伴う外注費の増加等により買掛金が59,560千円増加、プロダクトのライセンス料等の契約負債が

23,691千円増加、金融機関からの借入れにより長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）が175,623千円

増加、短期借入金が4,164千円増加いたしました。

　これらが主な要因となり、負債合計が増加いたしました。
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（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ59,842千円減少し692,010千円となり

ました。

　株式会社バリュレイトの連結子会社化に伴い非支配株主持分が36,835千円増加いたしました。一方で、自己株式

の取得により自己株式を17,186千円計上、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が81,091千

円減少いたしました。

　これらが主な要因となり、純資産合計が減少いたしました。

　以上の結果、自己資本比率は44.1％（前事業年度末59.0％）となりました。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(7）従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、事業拡大のため積極的な採用活動を行ったことに加え、株式会社バリュレ

イトを連結子会社としたことに伴い、当社グループの従業員数が増加いたしました。その結果、当社グループの従

業員数は前事業年度末から計36名増加し166名となりました。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当社は、2022年７月14日開催の取締役会において、株式会社バリュレイトの株式70.0％を取得し、子会社化するこ

とについて決議いたしました。同日付で株式譲渡契約を締結し、2022年７月15日付で株式70.0％を取得いたしまし

た。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりでありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,600,000

計 4,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年10月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,309,800 1,309,800
東京証券取引所

(グロース)
単元株式数　100株

計 1,309,800 1,309,800 － －

（注）提出日現在発行数には、2022年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資 本 金 残 高
（千円）

資 本 準 備 金
増減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2022年６月１日～

2022年８月31日
－ 1,309,800 － 299,200 － 249,200

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2022年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,308,800 13,088 単元株式数　100株

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数  1,309,800 － －

総株主の議決権  － 13,088 －

（注）当第３四半期会計期間において自己株式の取得を行ったため、2022年８月31日現在の完全議決権株式（自己株式

等）は5,100株となっております。

 

②【自己株式等】

    2022年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

株式会社GRCS 東京都千代田区五番町１番９号 － － － －

計 － － － － －

（注）当第３四半期会計期間において自己株式の取得を行ったため、2022年８月31日現在の自己株式の総数は5,100株と

なっております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりです。

　役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長

兼フィナンシャルテクノロジー部長
代表取締役社長 佐々木　慈和 2022年６月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　なお、当社は当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりま

せん。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年６月１日から2022

年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年12月１日から2022年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結会計期間
（2022年８月31日）

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 747,781

売掛金及び契約資産 490,858

仕掛品 4,434

前渡金 32,363

前払費用 19,361

その他 10,500

流動資産合計 1,305,300

固定資産  

有形固定資産  

建物（純額） 46,784

工具、器具及び備品（純額） 1,267

有形固定資産合計 48,051

無形固定資産  

ソフトウエア 4,271

ソフトウエア仮勘定 6,750

無形固定資産合計 11,021

投資その他の資産  

長期前払費用 1,416

繰延税金資産 77,222

差入保証金 42,656

その他 0

投資その他の資産合計 121,295

固定資産合計 180,368

資産合計 1,485,669
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 （単位：千円）

 
当第３四半期連結会計期間
（2022年８月31日）

負債の部  

流動負債  

買掛金 124,508

短期借入金 41,666

１年内返済予定の長期借入金 85,306

未払費用 105,658

未払法人税等 24,758

未払消費税等 40,702

契約負債 65,746

預り金 7,733

賞与引当金 15,989

流動負債合計 512,068

固定負債  

長期借入金 264,695

資産除去債務 16,895

固定負債合計 281,590

負債合計 793,658

純資産の部  

株主資本  

資本金 299,200

資本剰余金 263,669

利益剰余金 109,174

自己株式 △17,186

株主資本合計 654,857

新株予約権 317

非支配株主持分 36,835

純資産合計 692,010

負債純資産合計 1,485,669
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日
至　2022年８月31日）

売上高 1,763,017

売上原価 1,404,696

売上総利益 358,320

販売費及び一般管理費 414,682

営業損失（△） △56,362

営業外収益  

受取利息 6

保険解約返戻金 14,798

その他 1,664

営業外収益合計 16,469

営業外費用  

支払利息 2,653

株式公開費用 1,768

為替差損 6,646

その他 262

営業外費用合計 11,331

経常損失（△） △51,224

税金等調整前四半期純損失（△） △51,224

法人税、住民税及び事業税 13,544

法人税等調整額 9,707

法人税等合計 23,251

四半期純損失（△） △74,475

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,615

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △81,091
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日
至　2022年８月31日）

四半期純損失（△） △74,475

四半期包括利益 △74,475

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △81,091

非支配株主に係る四半期包括利益 6,615
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の変更）

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社バリュレイトの株式70.0％を取得し子会社化したため、同社を

連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

　また、収益認識会計基準等の適用による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響はありません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響

はありません。

 

（追加情報）

　（会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響）

　前事業年度の有価証券報告書の「（追加情報）（会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影

響）」に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について、重要な変更はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日
至　2022年８月31日）

減価償却費 5,948千円

のれんの償却額 8,783千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、GRCソリューション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社バリュレイト

事業内容　　　　　　人材採用強化支援・プロジェクト支援事業

(2）企業結合を行った主な理由

成長戦略の中で必要となる専門人材の拡充及び採用強化

(3）企業結合日

2022年７月15日

(4）企業結合の法的形式

株式取得

(5）結合後企業の名称

結合後企業の名称に変更はありません。

(6）取得した議決権比率

70.0％

(7）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2022年６月１日から2022年８月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　現金及び預金 79,100千円

取得原価 79,100千円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　8,300千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

8,587千円

(2）発生原因

取得原価が取得した資産および引き受けた債務の純額を上回ったため、その超過額をのれんとして計上

しております。

(3）償却方法及び償却期間

一括償却しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 （単位：千円）

 

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日

至　2022年８月31日）

ソリューション 1,683,742

プロダクト 79,275

顧客との契約から生じる収益 1,763,017

外部顧客への売上高 1,763,017

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2021年12月１日
至　2022年８月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △61円97銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △81,091

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）
△81,091

普通株式の期中平均株式数（株） 1,308,612

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（自己株式の取得について）
　当社は、2022年７月14日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第３項の規定により読み
替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、実施いたしまし
た。
 
１．自己株式の取得を行う理由
　株主還元及び資本効率の向上と経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を実施するため、自己株式を
取得するものであります。

 
２．自己株式の取得に関する取締役会決議内容
(1）取得対象株式の種類　　　当社普通株式
(2）取得し得る株式の総数　　40,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合3.05％）
(3）株式の取得価額の総額　　100,000,000円（上限）
(4）取得期間　　　　　　　　2022年７月15日から2022年９月30日まで
(5）取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 
３．自己株式取得の実施内容
(1）取得対象株式の種類　　　当社普通株式
(2）取得した株式の総数　　　24,700株
(3）株式の取得価額の総額　　82,526,500円
(4）取得期間　　　　　　　　2022年９月１日から2022年９月27日
(5）取得方法　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

 
　なお、上記取得の結果、2022年７月15日から2022年９月27日までに当社普通株式29,800株（取得価額99,713
千円）を取得し、当該決議に基づく自己株式の取得を終了いたしました。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＧＲＣＳ(E36988)

四半期報告書

18/20



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年10月14日

株式会社ＧＲＣＳ

取締役会　御中

 

仰星監査法人

東京事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 神山　俊一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 原　伸夫

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＧＲＣ

Ｓの2021年12月１日から2022年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年６月１日から2022年８月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年12月１日から2022年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＧＲＣＳ及び連結子会社の2022年８月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
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認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以上
  
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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